
　
今
後
は
、合
併
算
定
替
※
の
終
了
に
よ
る
地

方
交
付
税
の
縮
減
や
、税
制
改
正
に
よ
る
法
人

市
民
税
率
の
改
定
で
歳
入
減
少
が
見
込
ま
れ

る
こ
と
か
ら
、財
政
調
整
基
金
※
の
取
崩
額
を

抑
え
、基
金
残
高
の
確
保
を
図
り
ま
し
た
。

■
歳
出　
重
点
施
策
を
着
実
に
実
施

　
長
期
的
展
望
に
立
っ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

再
構
築
や
財
源
の
確
保
を
図
り
な
が
ら
、交

流
人
口
拡
大
や
雇
用
の
創
出
な
ど
、優
先
度

の
高
い
事
業
を
厳
選
し
、将
来
を
見
据
え
た

前
向
き
な
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
３
つ
の
重

点
施
策
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

特
に
平
成
30
年
度
は
、ワ
ー
ル
ド
サ
ー

フ
ィ
ン
ゲ
ー
ム
ス
や
全
国
丼
サ
ミ
ッ
ト
な
ど

の
世
界
的・全
国
的
な
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
、親

子
交
流
館
の
建
設
や
、新
斎
場
建
設
地
の
造

成
、地
域
医
療
体
制
確
保
の
た
め
の
赤
羽
根

　

一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
、前
年
度
に
比

べ
９・９
％
増
の
３
１
２
億
４
２
８
７
万
円
、

歳
出
総
額
は
、前
年
度
に
比
べ
４・６
％
増
の

２
８
９
億
９
０
３
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

実
質
収
支
額
※
は
、13
億
４
４
８
０
万
円
の

黒
字
で
、前
年
度
に
比
べ
８
億
２
９
４
６
万

円
増（
１
６
１
％
増
）と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
歳
出
決
算
額
は
、市
税
お
よ
び
県
支

出
金
等
の
増
加
、介
護
保
険
の
保
険
者
が
東

三
河
広
域
連
合
に
変
更
し
た
こ
と
に
伴
う
一

時
的
な
拠
出
金
の
支
出
な
ど
が
要
因
で
、増
額

と
な
り
ま
し
た
。

■
歳
入　
市
税・地
方
交
付
税
増
加　

　
市
税
は
22
億
７
１
９
８
万
円
増（
14・７
％

増
）の
１
７
６
億
７
９
２
４
万
円
と
な
り
ま

し
た
。主
な
要
因
は
法
人
市
民
税
で
、前
年
度

に
比
べ
23
億
６
３
７
万
円
増（
84・６
％
増
）と

な
り
ま
し
た
。地
方
交
付
税
は
、特
別
交
付
税

の
増
額
で
、１
億
３
６
０
４
万
円
増（
７・１
％

増
）の
20
億
６
１
１
６
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

一 般 会 計 の 歳 入 歳 出 決 算

平成30年度

決算
元
気
な
渥
美
半
島
の

実
現
を
目
指
し
て

実施した重点施策の主な事業　
【定住・移住促進、交流人口の拡大】定住・移住促進奨励金
／空き家対策の推進／ワールドサーフィンゲームス開
催／全国丼サミット開催／道の駅あかばねロコステー
ション改修【雇用創出】企業立地奨励金／畜産振興・農
業経営活性化／農商工連携支援【住み続けたいまちづく
り】田原市街地の活性化／福江市街地の活性化／赤羽根
診療所の開設／保育の充実／教育環境の改善【持続可能
な地域づくりと行政基盤づくり】国民健康保険・介護保
険広域化／公共施設適正化の推進

●ワールドサーフィンゲームス

※【
実
質
収
支
額
】歳
入
歳
出
差
引
額
か
ら
翌
年
度
へ
の

繰
越
事
業
に
充
て
る
財
源
を
控
除
し
た
額
。一
年
間
の

「
損
益
」

※【
合
併
算
定
替
】合
併
後
15
年
間
の
普
通
交
付
税
額

が
、３
町
が
存
続
し
た
場
合
の
額
を
下
回
ら
な
い
よ

う
に
保
障
す
る
制
度
。11
年
目
か
ら
段
階
的
に
引
き

下
げ
ら
れ
る

※【
財
政
調
整
基
金
】急
激
な
税
収
の
落
ち
込
み
や
災
害

な
ど
に
備
え
る
た
め
の「
貯
金
」

診
療
所
開
設
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

　

な
お
、一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ

せ
た
歳
入
総
額（
水
道
事
業
を
除
く
）は
、

４
２
４
億
６
３
７
０
万
円（
７・５
％
減
）、歳

出
総
額
は
３
９
９
億
７
１
０
８
万
円（
９
・

６
％
減
）と
な
り
ま
し
た
。こ
れ
は
介
護
保
険

の
保
険
者
が
東
三
河
広
域
連
合
に
変
更
さ
れ

た
こ
と
に
伴
い
、介
護
保
険
特
別
会
計
が
廃

止
さ
れ
た
こ
と
が
要
因
で
す
。

■歳出

歳出
合計

289億9,035万円
100%

公債費 民生費 29.4%
85億3,276万円

その他 0.9%
2億5,352万円

総務費

12.6%
36億4,627万円

11.3%
32億6,397万円

2.5% 商工費
7億2,321万円

5.2%

衛生費　

15億2,360万円

農林水産業費8.9%

8.8%
25億5,436万円

消防費　　

25億8,714万円

土木費9.5%
27億4,547万円

10.9%
教育費

31億6,006万円

■歳入

歳入
合計

312億4,287万円
100%

市税

その他

56.6%
176億7,924万円

7.2%
22億8,091万円2.6% 使用料及び手数料

7億9,511万円

繰越金3.7%
11億4,597万円

4.7%
14億5,910万円

地方消費税交付金

　　　　　　　　　県支出金

6.6%
20億6,116万円

7.2%

地方交付税

22億5,279万円

7.5% 国庫支出金
23億4,177万円

3.9%

　市債　

12億2,681万円

令和元年10月  広報たはら │    │2


